
 1 

市民政策コメント用資料 

平成 27 年３月２日                                               

 

 

 

１．鳥取市水道事業長期経営構想の位置づけ及び策定フローについて 
 

 

鳥取市水道事業長期経営構想は、厚生労働省の「新水道ビジョン」（平成 25 年３月

公表）及び本市の「鳥取市総合計画」（第９次：平成 23 年～27 年、第 10 次：平成 28

年～32 年）を上位計画としています。 

構成としては、本市水道事業における現状と将来見通しを検討し、抽出した課題を

もとに今後の将来像（経営基本方針）及び目標達成のための施策を整理する流れとな

っています。 

 

 
＜鳥取市水道事業長期経営構想（改訂案）２頁から抜粋＞ 

現状把握 将来見通し

将来像（経営基本方針）

「お客さまの視点に立ち、お客さまに信頼していただける水道を目指す」

～すべてのお客さまに、蛇口から直接飲める、

安全でおいしい水を安く供給するサービス水準を

将来にわたって維持発展させる。～

鳥取市水道事業
経営の現状把握

課題の抽出と整理

目標達成のための施策

安全：安全な水道

強靭：強靭な水道

持続：水道サービスの持続

鳥取市水道事業長期経営構想（改訂版）

厚生労働省

新水道ビジョン
「地域とともに、信頼を未来につなぐ

日本の水道」

鳥取市

第10次鳥取市総合計画
「いつまでも暮らしたい、誰もが暮らしたく

なる、自信と・誇り・夢と希望に満ちた
鳥取市」

（上位計画）

平成 27 年３月 20 日 

水道事業審議会 

議題⑴当日配布資料（参考） 



 2 

 

 

２．本市水道事業の将来像、目標、基本方針及び施策について 

 
目 標 

安全：お客さまが安心しておいしく飲める水道水の供給を目指す 

強靱：平常時はもとより非常時においても必要量の給水確保を目指す 

持続：健全かつ安定的な経営とお客さまに事業経営の信頼性の向上を目指す 

 
【本市長期経営構想（改訂案）の施策体系図】 

  
 

＜鳥取市水道事業長期経営構想（改訂案）72 頁から抜粋＞ 

【将来像】 【目 標】 【施 策】【基本方針】

安全

強靭

持続

水道水源流域の保全

鉛製給水管の更新

直結式給水の拡大

殿ダム水源の施設整備

施設の耐震化

老朽管の更新

水資源の保全

水源から給水栓までの
水質管理

安定的な水道水の供給

将来への備え

リスクの管理

適正な維持管理

リスク管理マニュアル等の整備・維持

地域特性にあった
運営基盤の強化

水道文化・技術の
継承と発展

各種書類のデジタルデータ化による
業務効率の向上

運営基盤の強化
及び地域間の連携

お客さまのニーズを踏まえた
給水サービスの充実

お客さまニーズを踏まえた
給水サービスの充実

地球温暖化防止、
環境保全などの推進

お客さまニーズの迅速な把握

給水サービスの向上への取組

（す
べ
て
の
お
客
さ
ま
に
、
蛇
口
か
ら
直
接
飲
め
る
、
安
全
で
お
い
し
い
水
を
安
く
供
給
す
る
サ
ー
ビ
ス
水
準
を
将
来
に
わ
た
っ
て
維
持
発
展
さ
せ
ま
す
）

お
客
さ
ま
の
視
点
に
立
ち
、
お
客
さ
ま
に
信
頼
し
て
い
た
だ
け
る
水
道
を
目
指
す

水道サービスの持続

強靭な水道

安全な水道

応急給水拠点・応急給水施設の整備

水質管理体制の強化

向国安水源地の取水施設の調査

停電を想定したエネルギー確保

地震等災害時における
相互応援体制の充実

位置エネルギーの活用

広報活動の充実

アセットマネジメントに基づく
効率的な資産管理

民間活力の導入

コスト縮減

適正な料金設定

職員配置・組織の適正化

専門性のある人材の育成

広域連携等の可能性検討

国際貢献策の検討

水質改善対策

再生可能エネルギーなどの導入検討

貯水槽水道設置者への
指導・情報提供

簡易水道等の統合に伴う施設改修

江山浄水場系の給水区域拡大

公道漏水調査

※赤字は重点的に取組む施策

水道施設の複数化

配水ブロック化計画の推進

洪水対策と人的被害対策の強化
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３．目標実現のための施策（事業スケジュール）について 
 

 

●【目標：安全－安全な水道】 
 

 
事業スケジュール 

 
＜鳥取市水道事業長期経営構想（改訂案）104 頁から抜粋＞ 

 

 

 

 

 

  

事業スケジュール

本ビジョン計画期間（H27～H37) 備考

短期
(H27～H30）

中期
(H31～H34）

長期
(H35～H37）

安全  安全な水道

実施 実施

実施 実施

新たな水源保全の取組みの検討 検討

検討 導入

実施 実施

検討 実施

実施 実施

構築

実施 実施

検討 建設

実施 実施

実施 実施

実施 実施

実施 実施

水
資
源

の
保
全

水
源
か
ら
給
水
栓
ま
で
の
水
質
管
理

鉛製給水管の更新

直結式給水の拡大

水質管理体制の強化

現状
（H26）

城山配水地への浄水施設整備

標準作業書の作成

鉛製給水管更新事業の継続

直結増圧式給水の導入及び直結直
圧式給水の適用範囲拡大

貯水槽水道設置者への指導・助言

貯水槽水道設置者への情報提供

目標
基本
方針

施策

水質改善対策

取組

貯水槽水道設置者へ
の指導・情報提供

流域事業体等との交流・連携

水道水源流域
の保全

条例に基づく指導・啓発活動

外部精度管理への積極的参加

他の水質検査機関との情報交流

青谷・河原地域及び簡易水道区域を
含めた監視体制の構築

自動水質監視装置の設置

水質検査室の建設
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●【目標：強靱－強靱な水道】 

 
 

事業スケジュール 

 
＜鳥取市水道事業長期経営構想（改訂案）105 頁から抜粋＞ 

 

  

事業スケジュール

本ビジョン計画期間（H27～H37) 備考

短期
(H27～H30）

中期
(H31～H34）

長期
(H35～H37）

強靭 　強靭な水道

検討

検討

実施 実施

実施

実施 実施

実施

耐震化計画の策定 実施 実施

実施 実施

実施 実施

実施 実施

実施 実施

実施 実施

実施 実施

実施 実施

実施 実施

更新

更新

実施 実施

検討 実施

実施 実施

実施 実施

実施 実施

実施 実施

策定

実施 実施

実施 実施

実施 実施

実施

実施 実施

マニュアル内容の周知

災害時等に備えた訓練の実施

広域的な相互応援体制の充実

定期的なマニュアルの見直し

災害時ボランティア協力者制度の充
実

次期ビジョン期間中
に実施予定

震災時応急給水拠点整備の推進

千代川横断複数化整備の推進

応急給水用資機材の備蓄

震災対策整備事業（老朽管改良）の
推進

配水連絡管整備の推進

上水道事業との統合後の整備

水管橋の耐震診断・耐震補強

基幹管路耐震化整備事業の推進

河原インター山手工業団地配水施設
整備の推進

取組目標
基本
方針

施策

安
定
的
な
水
道
水
の
供
給

老朽管の更新

簡易水道等の統合
に伴う施設改修

水安全計画の策定

向国安水源地の
取水施設の調査

上水道事業との統合までの整備

向国安水源地の調査検討

取水施設の整備方針検討

浸水防止対策の検討・実施

保安設備の改善と強化

配水ブロック化
計画の推進

配水管網整備の推進

配水ブロック形成のための整備
適
正
な

維
持
管
理

水道施設の複数化

応急給水拠点・
応急給水施設の整備

リ
ス
ク
の
管
理

現状
（H26）

水源地の統廃合

配水池の耐震診断・耐震補強

水道局庁舎の電気設備関係更新

洪水対策及び人的災
害対策の強化

停電を想定した
エネルギー確保

リスク管理マニュアル
等の整備・維持

施設の耐震化

将
来
へ
の
備
え

地震等災害時に
おける相互応援体制

の充実

公道漏水調査 効率的な漏水調査の実施

検討
殿ダム水源
の施設整備

燃料等の備蓄

叶水源地の自家発電設備更新

江山浄水場系の
給水区域拡大
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●【目標：持続－水道サービスの持続】 

 

 
事業スケジュール 

  
＜鳥取市水道事業長期経営構想（改訂案）106 頁から抜粋＞ 

 

  

事業スケジュール

本ビジョン計画期間（H27～H37) 備考

短期
(H27～H30）

中期
(H31～H34）

長期
(H35～H37）

持続 　水道サービスの持続

実施

実施 実施

実施 実施

実施 実施

実施 定期的に更新

実施 実施

実施 実施

実施 実施

実施 適宜実施

検証・検討

検討

検討

実施 実施

実施 実施

実施

実施 実施

実施 実施

実施 実施・検討

実施 実施

実施 実施

実施 実施

実施 実施

適宜実施

実施 実施

実施 実施・検討

試行 試行・検討

実施

導入･検討 導入･検討

実施 実施

統合する簡易水道
地域については検討

広報誌の発行

アセットマネジメントの実践

宅地内漏水調査の実施・検討

職員配置の適正化

取組目標
基本
方針

お
客
さ
ま
ニ
ー
ズ
を
踏
ま
え
た

給
水
サ
ー
ビ
ス
の
充
実

広報活動の充実

お客さまニーズの
迅速な把握

施策

地
球
温
暖
化
防

止

、
環
境
保
全

な
ど
の
推
進

位置エネルギーの活用

再生可能
エネルギーなどの

導入検討

民間委託業務の検証と導入可能性の
検討

簡易水道等との統合に係る水道料金
の検討

簡易水道統合に伴う組織改革

施設見学等の実施

省エネルギー対策の実施

国際貢献策の継続

外部研修の継続

広域連携等の可能性検討

水質検査業務効率化に伴う委託費削
減

直接送水拡大事業の推進

ホームページのコンテンツ充実

各種イベントの実施

市民政策コメントの実施

民間活力の導入

管路情報システムの構築・保守

再生可能エネルギーの活用

工事費の縮減

水道施設更新時の規格見直し

水
道
文
化
・
技
術
の
継
承

と
発
展

国際貢献策の検討

コスト縮減

各種書類のデジタル
データ化による

業務効率の向上

地
域
特
性
に
あ

っ
た
運
営
基
盤
の
強
化

地
域
特
性
に
あ
っ
た

運
営
基
盤
の
強
化 広域連携等の

可能性検討

職員配置・
組織の適正化

アセットマネジメント
に基づく効率的な

資産管理

専門性のある
人材の育成

現状
（H26）

各種電算システムの更新

情報の一元化

検討後に実施の有
無について決定

専門的な内部研修メニューの見直し

施設の統廃合

給水サービスの
向上への取組

再生可能エネルギーの導入検討

集合住宅の各戸検針

窓口、電話、FAX及びメールでのニー
ズ把握

上水道区域の水道料金の検討
適正な料金設定
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４．財政収支予測などについて 
 

 
収益的収支は、人口減少や節水器具の普及などの理由により水需要の減少に伴って、

収入は減少傾向で推移する見通しです。また、支出は固定費に占める割合の高い減価

償却費や支払利息について、アセットマネジメントに基づいて施設や管路を長期使用

して抑制を図るとともに、その他の固定費についても抑制に努めますが、それでも更

新すべき資産が多く、それに伴う減価償却費等の支出が漸増するため、支出は横ばい

で推移する見通しであります。 

その結果、収益的収支は各年度、純損失が続く見通しとなります。 

このため、老朽化した施設の更新や管路の耐震化などの事業に必要な内部留保資金

が減少していき、平成 33 年度頃に底をつきます。 

このような状況の中、「安全な水道、強靱な水道及び水道サービスの持続」を実現し

ていくためには、最小限の水道料金改定が必要となります。 

現時点の試算では、平成 29 年度からおおむね５年間の事業運営経費を想定した場合、

財政収支の改善を図るためには、水道料金を 18％程度改定する必要があると考えてい

ます。水道局では、お客さまのご負担を最小限に抑えるため、更新する施設の統廃合

や更新規模のダウンサイジング、固定費を抑制するなどのさらなるコスト縮減に努め

るとともに、事業全般にわたり行財政改革に最大限取り組むこととしています。 

  なお、平成 29 年度以降の財政収支については、簡易水道事業等との事業統合によ

る財政への影響が現時点で不明確なため、既存の上水道事業を対象として予測を行っ

ています。事業統合後の統合前の簡易水道区域に係る運営経費の不足分などの取扱い

については、現在、市長事務部局に対して、一般会計から水道事業会計に繰り入れが

行われるよう協議をしています。 
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 【平成 37 年度までの財政収支予測】 

 
 

 
                                 ＜鳥取市水道事業長期経営構想（改訂案）110 頁から抜粋＞ 

単位：億円

年度 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37
合計

(H27～H37)

収入 28.9 28.6 33.3 33.2 33.0 32.8 32.6 32.6 32.5 32.3 32.2 32.1 31.9 31.8 357.1

支出 30.4 30.4 44.4 36.4 36.6 36.5 36.3 36.3 36.4 37.0 37.1 36.5 36.9 36.7 402.6

当年度純損益 -1.5 -1.8 -11.1 -3.3 -3.6 -3.7 -3.6 -3.7 -3.9 -4.7 -4.9 -4.4 -4.9 -4.9 -45.5

繰越利益剰余金 -2.2 -4.0 27.1 23.8 20.3 16.6 12.9 9.3 5.3 0.6 -4.3 -8.6 -13.6 -18.4 －

※表示上は小数第2位以下を四捨五入しているため、収入－支出＝当年度純損益とならない年度もある。

収益的収支
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益
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円

）

収入 支出 当年度純損益 繰越利益剰余金

単位：億円

年度 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37
合計

(H27～H37)

収入 8.0 8.5 11.0 11.9 13.0 12.1 8.1 9.5 9.6 10.3 11.1 10.5 10.9 10.7 117.7

支出 23.1 20.3 23.2 24.1 24.8 25.3 22.3 24.8 25.0 24.8 26.0 26.9 28.0 27.4 279.6

内部留保資金残高 15.5 16.5 15.5 14.8 14.4 12.5 9.4 5.4 1.3 -2.4 -6.8 -11.9 -18.0 -23.5 －

給水収益の6か月分 12.8 12.8 12.8 12.8 12.8 12.8 12.8 12.8 12.8 12.8 12.8 12.8 12.8 12.8 －

資本的収支・資金残高
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収入 支出
内部留保資金残高 給水収益(H26)の6か月分
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（試算）水道料金の改定で財政収支を改善する場合 

 

これは、水道局の試算です。実際の水道料金改定は、適切な時期に水道局から水道

事業審議会、市議会に諮り、市民のみなさんのご意見を踏まえて決定されます。 

 

 
 

 
                                  ＜鳥取市水道事業長期経営構想（改訂案）112 頁から抜粋＞ 

単位：億円

年度 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37
合計

(H27～H37)

収入 28.9 28.6 33.3 33.2 33.0 32.8 37.2 37.1 37.0 36.8 36.6 36.5 36.3 36.2 392.7

支出 30.4 30.4 44.4 36.4 36.6 36.5 36.3 36.3 36.4 37.0 37.1 36.5 36.9 36.7 402.6

当年度純損益 -1.5 -1.8 -11.1 -3.3 -3.6 -3.7 0.9 0.8 0.6 -0.3 -0.5 0.1 -0.6 -0.5 -10.0

繰越利益剰余金 -2.2 -4.0 27.1 23.8 20.3 16.6 17.5 18.3 18.9 18.6 18.1 18.2 17.6 17.1 －

※表示上は小数第2位以下を四捨五入しているため、収入－支出＝当年度純損益とならない年度もある。

収益的収支
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収入 支出 当年度純損益 繰越利益剰余金

平成29年度
18.0％改定

単位：億円

年度 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37
合計

(H27～H37)

収入 8.0 8.5 11.0 11.9 13.0 12.1 8.1 9.5 9.6 10.3 11.1 10.5 10.9 10.7 117.7

支出 23.1 20.3 23.2 24.1 24.8 25.3 22.3 24.8 25.0 24.8 26.0 26.9 28.0 27.4 279.6

内部留保資金残高 15.5 16.5 15.5 14.8 14.4 12.5 13.9 13.5 13.0 13.2 13.2 12.6 10.8 9.6 －

給水収益の6か月分 12.8 12.8 12.8 12.8 12.8 12.8 12.8 12.8 12.8 12.8 12.8 12.8 12.8 12.8 －

資本的収支・資金残高
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内部留保資金残高 給水収益(H26)の6か月分


